
 

令和６年度第５回埼玉地方最低賃金審議会 

日時：令和６年７月 31 日（水） 午前９時３０分～ 

場所：埼玉労働局 15 階会議室 

議題 資料 

 

１ 特定最低賃金改正の必要性の有無について 

 

２ その他 

  

資料１ 特定最低賃金の審議について（ガイドライン） 

  

資料２ 特定最低賃金及び労使協定の最低額 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



 

令和４年３月４日 

埼玉地方最低賃金審議会 申し合わせ 

 

 

特定最低賃金の審議について（ガイドライン） 

 

埼玉県の特定最低賃金（以下「特賃」という。）は、地域別最低賃金（以下「地賃」と

いう。）との金額差が縮小しており、改定の必要性の有無の判断が審議スケジュールに影

響を与えるまでになっている。 

ついては、特賃の必要性の有無の判断に当たって、下記の点を踏まえて調査審議を行う

こととする。 

また、地賃の水準や産業構造の変化等の影響に鑑み、この申し合わせも含めて、特賃に

ついて、引き続き誠実に協議を行うこととする。 

 

１ 各年度における特賃の改定の必要性の有無について   

（１） 最低賃金法第１５条に基づく改正の申出が行われた際、当該申出にかかる労使協

定の企業内最低賃金の最低額（以下、「最低協定額」という。）が、前年度の申出に

かかる最低協定額よりも１円以上引き上げられていた場合は、申出のあった特賃は

改定の必要性有の方向で審議する。 

 

（２） 最低賃金法第１５条に基づく改正の申出が行われた際に、最低協定額が前年度の

最低協定額と同額以下だった場合は、当該年度から起算して３年間については、改

定の必要性有の方向で審議する。 

  

２ 特賃額改定の目安 

 改定額は、社会情勢を踏まえて、「企業内最低賃金に関する協約金額の増加額等

労働者の賃上げの状況」、「地賃の引上げ額」、「鉱工業生産指数等による理論値」等

を目安としつつ検討する。 

 

 

 

                                 以上 



令和５年度 令和６年度

埼玉県非鉄金属製造業最低賃金 1,048 1,078 1,128

埼玉県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械
器具、情報通信機械器具製造業最低賃金

1,055 1,072 1,125

埼玉県輸送用機械器具製造業最低賃金 1,055 1,055 1,102

埼玉県光学機械器具・レンズ、時計・同部分品製
造業最低賃金

1,064 1,069 1,129

埼玉県自動車小売業最低賃金 1,060 1,062 1,089

【単位：円/時間】

労使協定の最低額
現行特定最低賃金

特定最低賃金及び労使協定の最低額


